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は じめに

わが国の経済社会は1985年 以降、企業 をと

りかこむ環境が内外 ともに大 きく、 しか も質

的に変わったといわれている。それでは、企

業へ の環境が どの ように変わり、それに企業

はどう対応 して きたのか。また、個人の消費

行動 は有史以来 というほど好調 を続けている。
一体 この要因は、 また背景はどこにあるのだ

ろうか。

1.激 しい企 業環境

O環 境変化の第1と その対応

その第1は 円高である。1985年 秋から3年

の問に円の価値が2倍 に上昇、つ まり日本の

ものが2倍 にな り、海外の商品が半分 になっ

たということである。その結果、輸入品の急

増、輸出採算は大幅に悪化する。企業は日本

経済の構造が歴史的に変化 した、 と認識 し、

新 しい企業戦略 をとる。まず、

グ囗一バ リゼーション(経 営の世界的規模

の展開)

・コス トの安いNIES(新 興工業経済群)や

アセアン(東 南アジア諸国連合)諸 国に生

産拠点を移す。
・国内生産は徹底 して高付加価値 を図る。
・逆輸入や部品の輸入等、積極的に輸入を

活用する。

・経営資源や企業活動を世界的視野に立っ

て行 うようになる。

世界全体 を視野に置きヒ ト、モノ、カネ、

技術などの経営資源 を再編成 し、事業体質 を

編み直し、国際企業 として生き残 る。国内と

海外 という市場の分け方は適用 しない。企業

行動に、もはや国境がなくなった。生産や物流

基地を海外に移転するだけでなく、アメリカ

やアジア、 ヨーロッパなどの拠点地域に本社

機能を移転す る。

京セラ……アメリカ、西 ドイツ、香港

ソニー……アメリカ、西 ドイツ、シンガポ

ール

ヤマハ……アメ リカ、イギリス

これらの地域本社は、各地域で製品をつ く

るだけでな く、販売や開発、資金調達 などの

面で責任 を持っている。

グローバル化が進んでいる中で、世界の各

拠点を有機的に結びつけ、 より高度利用 を図

ろうとする日本電気の例をみてみると関本忠

弘社長は 「メッシュ・グローバ リゼー ション」

と唱えている。つ まり、カラーテレビはコス

トの安いマレーシアで半製品の段階までつ く

り、最終製品はアメ リカの工場で仕上げ、ア

メリカ国内で販売する。世界中に散 らばる子

会社や工場 を地球的視野に立って最 も効率的

に運用 しようというのが狙いである。
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O環 境変化の第2と その対応

第2の 変化 は、技術革新があまりにも急速

に進み、新 しい製品が次々 と登場す ることで

ある。 また一方で消費者の需要 も時々刻々 と

変わる。 しか もそのスピー ドは速い。1980年

代中ごろに企業は一斉に リス トラクチャリン

グ(Restructuring)=(事 業の再構築)に とりく

む。各企業は、本業を見直 し、将来有望な新

規分野の開拓 を目指 す。リス トラクチャリン

グには2つ の方法があると一般に言われてい

る。

その1自 社内の資源 を活用 して事業の多

角化 を図る方法。かつては能力増強や設備投

資が中心であったが、その比重を低下 じて、

代わって新規分野進出の基礎になる研究開発

投資へ比重が ぐん と増 している。

その2外 部資源の活用である。その代表

的なものがM&A(MergerandAequisi-

tion)=(企 業の合併 ・買収)である。大企業か ら

中堅企業に至るまで、M&Aブ ームが押 し寄

せ る。国内では新 日鉄 と三協精機の提携、織小

が大を飲む、買収劇 もある。資本金4,000万 円

の名古屋のガス器具 メーカーのパロマ工業が、

アメ リカのエア.コン、メーカー を1,000億 円で

買収、買収先は向業種 もあれば、異業種 もあ

る。

さて、ここで円高 と急速な技術革新によっ

て企業の環境変化 とその対応 として、企業の

グローバル化、 リス トラクチャ リングの展開

そしてその成果 をあげる手段 としてのM&A

について、その関連性についてまとめてみる。

経営のグローバル化は、はじめの うちは為

替相場の変化によるコス ト差に着目したり、

通商摩擦 の回避がねらいであった、がそれが

全地球的な視野で経営戦略 を展開する方向に

変質 した といえる。たとえば、普及品の生産

はアジア諸国に移 し、それを日本や米国に輸

出、研究開発体制を世界的にみて最 も効率的

に進め るため、研究開発の拠点 を海外に移す

など、工場の海外立地 を進めるだけでな く、

M&A、OEM生 産(相 手国ブラン ドによる)

などにも力を入れ る。

リス トラクチャ リングの展開:事 業内容の

再構築は、不採算部門の売却 ・統合、事業部

の分離 ・独立、成長企業の買収など。ま た、

財務内容の再構築は、社債発行による銀行借

り入れの返却など、企業が不振部門を切 り離

し、さらに成長性の高い分野に乗 り出 してい

くとい う転換は、 とりわけグローバル企業 と

して生 きるうえで必要条件 といえる。

さらに企業のM&Aは 、日本企業のグロー

バル化や リス トラクチャ リングを進め る上で

最 も有力な手段 となる。 日本企業同士の合併

や買収、 日本企業による海外企業の買収、さ

らには外国企業による日本企業の買収、M&

Aは 広がる。 とくに最近米国企業の買収は活

発化 している。買収その ものは日本企業のグ

ローバル化戦略にとって欠かせないが、国民

感情 を刺激 し、投資摩擦を引 き起 こすことに

もなる。

O環 境変化の第3と その対応

第3の 変化は、ユンピュー タ ・ネットワ∴

クの普及である。つまり、いますべての業界

の壁が取 り払われ融業化の時代が始まってい

る といわれている。こうした変化の根本には

コンピュータ ・ネットワークの発展がある。

と、なぜか といえば、

①あらゆる企業活動の根本には情報がある

か ら、それをうまく使 えば、異業種にも踏み

込むことができる。

②情報化よって技術革新のテンポが早まり、

業際と呼ぶべ き分野が広がって来たこと。た

とえば、ビデオカメラという商品。ビデオ=

家電業界、カメラ=カ メラ業界、事実、両業

界ともこの商品を発売つ まり家電とカメラ業

界の融合化がここに見 られる。

③ネ ットワークによっていままで関係のな

かった企業同士が結びつけられ、業界の壁 を
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越えたニュービジネスが開始されつつある。

たとえば、 コンビニエンスス トアがネッ トワ

ー クによってJRと 結びつき、JRの 切符を販

売。 コンビニエンスス トアが業界の壁 を乗 り

越えて旅行代理店になる。

融業化 と同時に"脱 本 業。"多角化、という

動 きも出てきている。従来、 日本の製造業は

一社一業種で成長 してきた。しか し、 日本の

工業力が世界の トップレベルになり、産業が

成熟化 したいまとなっては、一社一業種 とい

う専業体制が強みではなく、かえって弱みに

なってきた。そこで各企業がこぞって脱本業、

多角化を目指すようになる。
一社一業種が なぜ弱みになって きたのか

、

その原因は

①融業化が広が り、いつ他の分野から参入

されるかわからない状態がつ くり出されてい

る。その際、一業種 しかもっていないと、本

業がダメになればそれで終わ りという具合 に

粘 りがきかな くなる。

②一つの業種の成長は限られている。それ

だけにこだわっていれば、いずれ成長が止ま

るのは目に見えている。 したがって成長 を続

けていくためには、本業にこだわらず多角化

を図る必要がある。

③技術革新のテンポが早 く、一つの業種で

優位 を長 く続けることが不可能になって きた。

またヒッ ト商品をもっていても市場の成熟化

の商品のライフサイクルが短 くな り、いつ ま

でも一つの商品にたよることはできな くなっ

た。技術革新 と新商品開発のためにも異業種

分野 を内部に抱えてい く必要があるのである。

以上、現代の経営者たちが直面する最 も重

要な課題は激変する内外の環境変化にどう対

応するかである。 この点 を企業経営者たちは

はっきりと意識 してお り、果敢に対応 した結

果が有史以来はじめての経験、円高 という危

機 を切 り抜けることがで きたのである。

経済同友会の経営者アンケー ト調査(714

社)に 戦略的に重要な経営 目標は、 とずねて

みると、次の様にこたえている。

1.新 製品、新事業比率の拡大

2.マ ーケットシェアの維持 ・拡大

3.投 下資本収益率の維持 ・向上

4.国 際化戦略の見直 し、強化

5.売 上高の最大化

(1988年 度版 『企業 白書』)

グローバ リゼーション、 リス トラクチャリ

ング(融 業化 も含む)と いう産業界を流れる

二大潮流の中で企業間競争 も変わって きたと

いわれている。つ まり、

① 競争の場が国内から国際へ

② 業種内競争か ら異業種間競争へ

と移って来たと指摘 し、また競争の手段 も「規

模の経済」(ス ケール・メリッ ト)よ りも情報

や技術などの経営資源 を多角的に活用 し、多

品種の財 ・サービスを組み合わせてい く 「範

囲の経済」(ス コープ・メリッ ト)が 重要にな

ってきたと分析 している。

1985年 以降、・産業界は今 までの常識では考

えられない激しい変化がおきたといえる。

2.新 しい消費者行動

① 個人消費の伸び

生産された財やサー ビスは半分以上が個人

によって消費される。個人がどのような消費

行動をとっているかで景気や世の中の動 きが

わかる。

今 日の消費ブームの到来は、昭和40年 代前

半の 「いざなぎ景気」にも迫ろうか とい う好

況局面で、「大型消費ブーム」「空前の消費ブ
ーム」 といった言葉が よく使われる。確かに

乗用車や家電製品の売れ行 ぎは高級品を中心

に高い伸びを示 してお り、デパー トやチェー

ンス トアの販売 も好調です。海外旅行の盛況

や ゴルフ会員権相場の急騰 も個人の消費活動

が旺盛なことを物語っている。一部には 「高

度消費社会の到来」 といった言葉も使われて
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いる。

経済企画庁が出している国民所得統計でも

個人消費の好調 を裏付けている。,1988年度の

場合、個人消費を表す民間最終消費支出は名

目で211兆5,211億 円、実質で184兆8,102億 円

とな り、いずれ も前年度比4.7%増 となる。国

民総支 出に 占め る民間最終消費支 出の比率

(名目べ一ス)は57.0%と 、87年 度の57.5%か

らやや低下 したとはいえ、企業の設備投資な

どと並んで景気の リー ド役になったことは明

らかである。個人消費が好調なことは、単に

消費財やサー ビスの生産 を刺激するというだ

けでなく、鉄鋼や造船のような重厚長大産業

がソフ ト分野、第三次産業分野への事業展開

を指向す るりス トラクチャ リング(事 業構造

の再構築)を 進めやす くするという効果 を持

つことも軽視 できない。.

それでは、個人消費行動の中味についてみ

てみる。

O高 級品指向

最近、「売れ筋が変わった」といわれてい る

が、それは消費行動がより豊かにな り、一段

と多様化、個性化 してきた現象を指 していわ

れていることであ り、「高度消費社会の到来

か」 といわれている所以でもある。

「売れ筋」とは、ある商品分野でm売 れ行

きの良いもののことを言い表す言葉で、たと

えばテレビなら価格やサイズで何10種 類 もの

ランクがあり、この中で最 も売れている価格

帯ないしサイズが 「売れ筋」 となる。

最近では29イ ンチ以上の大型画面テレビが

最 もよく売れ、「テレビの売れ筋」となってい

る。テレビといえば長い間、14イ ンチか ら18

インチ程度のゾーンが売れ筋だったのだが、

一挙に2ラ ンクも3ラ ンクも飛び越えたとい

える。

同 じような現象が乗用車に もみ られ る。

1988年 の乗用車生産台数は約789万 台で前年

比3.8%の 増加だったが、小型車が1.8%増 の

低い伸びだったのに対 し、普通車は24.8%も

の増加 となる。 なお普通車の中でも高級車に

属する車種がよく売れ、 日産 自動車の場合、

セ ドリックシーマが断 トツに生産実績 を示 し

ている。 メーカーが予期 していなかったほ ど

の高級車ブームは 「シーマ現象」 とも呼ばれ

ている。

ほんの少 し前まで高級品とか、ぜいた く品

といわれていたものが突然のように売れ出 し

た例 としてはほかに もある。宝石 ・絵画 ・毛

皮 ・高級輸入家具 とったものがデパー トのか

せ ぎ頭になり、数10万 円もするカシミヤのセ

ーターを一般のサラリーマンやOLま でが買

うという話 も聞かれる。

O本 物指向

こうした現象 をもたらした要 因として、株

式や土地の売却による資産収入が消費者のふ

ところに豊富に流れ込んだ現実があることは

否定できない。ただ、資産にあまり縁のない
一般消費者まで高級品ブームに参加 している

現状は、資産効果だけでは説明できない。

その説明として流通関係者などがよく指摘

するのが 「本物指向」である。 これまでの消

費行動はL円 でも安 く」 といった価格指向

が強かったのに対 し、機能性、耐久性、ファ

ッション性 といった非価格要因を重視するよ

うになった、 とい うわけである。確かにテレ

ビは大型画面の方が見やすい。価格 は少 し高

くても、テレビならば見やす さを優先すると

いう選択 ともいえる。乗用車ならば乗 りご こ

ち、セ7タ ーならば着ごこちという、商品本

来の機能を購買判断の中心に据える発想 とい

ってもよいと思われる。

〇二極分化現象

もっとも最近の消費行動のもうひ とつの特

徴 として、低価格帯商品の売れ行 きの良さも

指摘される。ディスカウンターなどはどこも

盛況で、客層も低所得層とばか りは限らない。
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高級車で安売 り店に乗 りつけ、チラシ広告に

出た商品を買い求めていく光景 も一般的にな

る。質を求め るなら徹底 して高級品に絞 り、

価格 を指向するなら断固として安売 り店 を選

ぶとい う消費行動の二極分化は、なるほど合

理的である。 日本経済の消費ブームは 「物離

れ」 と久 しくいわれていたなかで降って沸い

たように起 きた現象だが、物が過剰にあるな

かでの消費行動が、 このような二極分化を描

くのは、む しろ当然かもしれない。

②好調な消費 ブームをおこしている背景

○ ダブル ・インカム世帯の増加

最近の消費ブームの中での高級化指向 ・本

物指向はさらに消費行動の二極分化等々の現

象の背景をさぐってみると、大 きくみえるも

の として、女性の職場進出 とダブル ・インカ

ム世帯の増加 をあげ ることができる。

ダブル ・インカム世帯とは、共働 き世帯の

ことである。 しか し、かつてのような 「生活

を維持するため」 という暗さはな く、豊かさ

の充足を目的 としているケースが多い。

主婦 とは家 にいて夫の留守をまもり、家事や

子供の教育に専念す るもの、 という社会通念

はぐす っか り時代遅れとなる。労働省の 『婦

人労働 白書』によると、1987年 で、主婦の51.3

%が 何 らかの職を持 っている。主婦の半分以

上は有職者 となるわけで、妊娠中、育児中と

いった、働けない事情をかかえた主婦を除け

ば、 この比率 はもグと高 くなる。年齢階層別

にみて就業率の最 も高いのが、すでに子育て

を終えた40代 後半の主婦で、その率が67.0%

に達 していることか らも、女性の就業意欲の

強さがうかがわれ る。

このように女性の社会進出が盛んになった

理由としては、女性の高学歴化、少産化、結

婚年齢の高 まりなどが挙げ られる。これに家

電製品の普及などによる家事労働の省力化 を

加えてもよい。独身時代か ら会社内での地位

や専門の職 を身につけたキャリアウーマンが

結婚後 も勤めを続けた り、子育てを終えて自

由時間の増えた中年の主婦が労働への従事 を

指向す るのは当然の成 り行 きで、会社側 も再

雇用制度の採用や賃金面の待遇改善 を進める

など女性の戦力化に積極的である。政府は86

年4月 男女雇用機会均等法を施行 し、募集、

採用、研修、昇進面などで男女差 を設けるの

を禁止するなど女性の職場進出を後押しして

いる。

ダブル・インカム世帯のことを「ダブル ・ボ

ケッド族」と呼ぶこともある。世帯主だけが働

いている世帯に比べ、一般的に共働 き世帯の

方が収入の多いことを多少の うらや ましさを

こめて表現したものですが、確かに共働 き世

帯は収入面だけをとれば恵まれている。

87年 の総務庁 『家計調査』によると、共働

き世帯の月平均収入は48万4,922円 で、世帯主

のみ働いている世帯(42万6,805円)を16.3%

上回っている。これに対 し消費支出は 「共働

き」が30万3,720円 、「世帯主のみ」が27万3,239

円で、「共働 き」が 「世帯主のみ」を11.2%上

回っている。収入の差ほど消費の差がないわ

けだが、その分は貯蓄の差 となっていると思

われ る。

DINKSと い うアメリカ生まれの言葉 もあ

る。「ダブル ・インカム ・ノー キッズ」の略

で、夫婦が共に働 き、そして子供のいない世

帯で、お互いが職 を持 ち、子供 を介在 させな

い、夫婦だけの絆で結ばれた家庭生活を楽 し

む新 しい生活形態 ともいえる。

Oカ ー ドが消費生活に与える影響

カー ドは現金や預金通帳の代わ りになり、

保有者の身分証明にもなる。発行者側にとっ

て も事務の合理化や固定客の獲得 というメ リ

ッ トもある。このカー ドが、今 日の個人消費

行動の好調を生んでいる部分 もあると思われ

るので、カー トが私たちの生活経済に与えて

いる影響について述べてみ る。

カー ドとひと口にいっても、 クレジッ トカ
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一 ド、キャッシュカー ド、プ リペイ ドカー ド

と、その種類は多彩です。また同じクレジッ

トカー ドでも流通系、銀行系、信販系と分か

れており、一般的には互いに共用できない仕

組みになっている。

クレジットカー ドの発行枚数は現在、1億

2,000枚 を超えている。総務庁の調査でも1入

平均3枚 持っているとい う結果がでている。

米国のカー ド発行枚数は約8億5,000枚 とい

われてお り、これ に比べると日本の普及率は

まだ低い ともいえますが 毎年2ケ タの伸び

を続けている成長分野である。

カー ドの魅力は何 といっても現金を持ち歩

かな くて済む手軽さである。このほかにカー

ドによっては保有者に一定率の値引 きをす る

という恩典 もある。さらに銀行系カー ドの融

資が受けられす くなるというメリッ トもある。

カー ドの普及に伴い「キャッシュレろ時代」

「プラスチ ックマネー時代」という言葉 も誕生

したが、 この言葉 を最 もよく体現す るのがプ

リペイ ドカー ドである。現金を前払し・し、い

わば商品券 とか回数券のような機能を持つカ

ー ドと交換す る方式は＼NTTが1982年12月

に出したテレホンカニ ドが先鞭 をつける。そ

の後、JRグ ループのオレンジカー ドが続き、

今では外食産業、理美容、パチンコ店まで広

がっている。

プ リペ イドカー ドは今の ところ、テレホン

カー ドなら電話だけ、オレンジカー ドなら電

車だけと用途が特定 されているが、 もっ と汎

用的に使 えるようにする汎用プ リペ イドカー

ドの研究 も銀行 を中心に進んでいる。大分市

では市内の加盟店 ならどこでも使 えるという
"地域汎用 カー ド。の実験 も始まっている。 こ

うなると、カー ドはより現金に近づ くことに

なる。カー ドの設計、製造やカー ドの読み取

り装置などソフ ト、バー・ド両面にわたる関連

需要の派生も見込まれる。

○流通の情報化によって

流通の情報化 とは、POS(販 売時点情報管

理)に 代表 されるコンピューター ・システム

を活用 し、売れ筋の把握から受発注、在庫、

物流の効率化 をめざす動 きをいう。

流通の情報化が最 も進み、その成功がめざ

ましい例 としてよ く引き合 いに出されるのが

コンビニエンスス トアである。小売業はどこ

もそうだが、利益率の向上はまず売れ筋をつ

かむこと、そして商品回転率 を高め、ロス率

を下げることに尽 きるともいえる。コンビニ

エンスス'トアの場合、大手になるとそれぞれ

立地条件の異なる数千以上の加盟店を抱え、

しかも各店舗 ごとに数千の商品アイテムを用

意 してお く必要がある。経験 とカンに頼って

いたのでは立ちゆかな くなるのは当然で、こ

れに情報システム化の必然性 もあるわけであ

る。

コンビニエンスス トアの情報システムは、

代金決済の際のバーコー ドから始まる。各商

品ごとに付けてあるバー コー ドの記号は読み

取 り装置を通 じて本部のコンピュー ターに伝

送され、各店舗ごと、商品ごとの販売 在庫

状況が瞬時に計算され る。本部はそのデータ

ーをもとに発注事務 と在庫管理を行い、さら

にデー ターを集榛 分析 して全体 としての売

れ筋や各店舗 ごとの経営状況 と最 も効率の良

い販売促進活動を策定す るうえでの資料にす

る。

コンビニエンスス トアに限らず、小売店の

POS導 入の進展ぶ りはめ ざましく、現在では

米国 と並んで世界の最高水準にある。流通の

情報化は消費税の導入の際にも税額の計算や

伝票処理面で威力を発揮 している。レジでの

代金支払いを客 の銀行 口座か ら引 き落 とす

POSカ ー ドも普及の兆 しをみせている。

流通の情報化は小売 り分野だけにとどまら

ない。中間流通段階にある問屋でも情報 シス

テムの構築が盛んである。その動 きは大別 し
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て在庫管理面での効率化 と情報サービスの強

化の二つである。 艦

在庫管理の方は多 くの注文伝票や配送依頼

に対 し、迅速、正確に対応するための倉庫内

の作業を 「オー トピッキング」「自動仕分け」

などにより可能にす るもので、ここでは従来

の肉体作業が完全にボタン操作に移行する。

もう一方の情報サー ビスは、メーカーへの

発注、小売 りからの受注の中継基地 として多

くの受発 注事務 をVAN(付 加価値通信網)を

使ってシステム化 し、同時に集積 したデータ

を生産 ・仕入れ ・販売用資料 として提供する。

流通の情報化 として もうひとつ見落とせ な

いのがクレジットカー ドに代表される各種 カ

ー ドである。売れ筋の掌握 もさることながら、

ここでは顧客管理に威力を発揮 している。年

齢、生年 月日、家族構成、収入まで、カー ド

発行によって得た顧客情報はダイレクトメー

ルの発送 などの際の欠かせない資料 となって

いる。

一応の まとめ

1985年 以降、企業をとりまく環境は激しく

かわった。円高 ・急速な技術革新、さらには

超情報化等々有史以来、 日本の企業が経験 し

たことのない環境の変化が激しくお しよせて来

る。企業 はそれに対応して グローバル化 ・リ

ス トラクチャリング ・M&Aさ らには融業化

と、これ また今までにない企業戦略を積極的

に とり入れて激 しい変化に対応 して来た。

一方、国民の消費行動は、個人消費が伸び、

高級化指向 ・本物指向 とさらには低価格商品

+高 級品という二極分化が進み、消費者自身

から消費のスタイルが創 り出されて来たとい

える。

その背景 をさぐってみ ると、所得にあわせ

た消費生活から生活に必要な所得をいう先進

国型の消費生活に近づいてきたといえる。その現

われとしてダブル ・インカム世帯の増加、消

費の便利性 を創 り出すカー ドの普及等々がみ

られる。さらに驚 くことは流通の合理化=バ
ー コー ドの普及である。日本の流通機構は細

くて長い流通経路を伝統的特色 として来たが、

バー コー ドの使用は太 くて短かい流通網にか

わろうとしている。 これは一大革命 といえる。

バー コー ドの普及は今後わが国の消費 ・流通

のスタイルをより大 きく、 しか も質的にもか

えて行 くでのではないか。・
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